
 

条例見直し作業について（見直しの手順 要綱第７条関係） 

 

１ 条例の制定の趣旨の確認（条例の解説より） 

里地里山は、農地や山林、集落が一体となった地域であり、農林業の生産活動

や薪炭資源の場、人々の日常生活の場として、人の手が入ることによって長い時

間をかけて形成されたものであり、その結果として、里地里山は、農林業の生産

の場のみならず、良好な景観の形成、生物の多様性の確保、災害の防止、生活文

化の伝承、情操のかん養、レクリエーションの場の提供などの多面的機能を発揮

しており、その多面的機能の恵沢は多くの県民が享受しているものである。  

近年、産業構造や生活様式の変化、農家の高齢化、集落の混住化等により、里

地里山は適切な管理がされにくくなっており、里地里山の持つ多面的機能が失わ

れつつある。その一方で、地域住民や市民団体等が里地里山へ関心を寄せ、その

保全、再生及び活用のための様々な取組を行うなどの活動が広がりを見せている。  

こうしたことを踏まえ、里地里山が有する多面的機能の発揮と次世代への継承

を図るため、里地里山への県民の関心と理解を深めるとともに、土地所有者や地

域住民を主体とし、農林業の営みを尊重しつつ、多様な主体が連携し、及び協働

する取組の推進に向け、本条例を制定したものである。  

 

２ 直近５年間における条例の施行の状況の把握 

（別紙１参照） 

 

３ 条例に関連する社会状況の推移の把握 

（別紙２参照） 

 

４ １～３の内容に基づき、「見直しの視点」による条文点検、検討 

（別紙３参照）※前回見直し時 

 

５ ４の結果に基づき、条例の改正又は廃止の要否を判断 

（協議会での検討・意見を参考に判断）（別紙４参照） 

 

資料４－２ 



＜別紙１＞
条例の施行状況について

目的 第１条 －
定義 第２条 －
基本理念 第３条

第1項 条例第９条第１項の認定の審査基準、条例第９条第２項第１号
に定めて運用している。

第2項 様々な活動において、県・市町村・企業・県民等が連携、協
力、参加している。
時限事業で令和８年度まで。令和９年度以降見直しの可能性あ
り。

第3項 条例第９条第１項の認定の審査基準を定め、運用している。
農林業の営みを尊重している。耕作放棄地対策となっている活
動も多いが、鳥獣被害対策も兼ねて植栽を行い、地域内外に開
放してイベントを行うなど、将来にわたって里地里山の多面的
機能を県民が享受できるよう継続して活動が行われている。

県の責務 第４条
第1項 条例第７条の「指針」を策定し、これに基づき施策を実施して

いる。
第2項 条例第７条の「指針」により、県民が里地里山の保全等の活動

に参加するために、体験イベント、シンポジウム及びホーム
ページ等による周知を図っている。

第3項 地域選定及び協定認定のある市町村とは、活動団体への支援等
について、連携をしている。
それ以外の市町村に対しては、担当者会議やアンケート調査の
実施により、条例やその仕組みについての周知に努めた。

土地所有者
等の責務

第５条 活動団体の活動地として協定締結に協力をしている。

第６条
第1号 活動団体の行う保全の活動やイベントなどへの参加がされてい

る。
第2号 活動団体の行う保全の活動やイベントなどへの参加がされてい

る。
第3号 個人や企業等から、県が実施するイベント等への参加や協力が

得られている。

第７条
第1項 平成21年３月に指針を策定。
第2項 掲げられた事項について定めた。
第3項 平成31年３月に改定。今回の条例見直しに合わせ、指針の検

証・見直し作業に着手する。
第4項 現指針については公表済み。

第８条
第1項 これまでに22地域を選定。
第2項 事例なし。
第3項 これまで選定した22地域で実施済み。
第4項 地域の変更（拡大）で事例あり。

県民の責
務

指針の策
定

里地里山
保全等地
域の選定
等



＜別紙１＞
条例の施行状況について

第９条
第1項 これまでに28協定を認定。
第2項 土地所有者等又は地域住民が主たる構成員とならない団体から

の問い合わせもあるようだが、認定は要件に該当する団体のみ
である。

第3項 28協定の申請あり。
第4項 各号を確認し、認定している。
第5項 市町村へ意見照会している。
第6項 通知している。

認定里地里
山活動協定
の変更

第10条 活動区域の拡大等の変更認定の申請実績有り。

認定里地里
山活動協定
の廃止

第11条 活動団体会員の高齢化等により、２団体が協定を廃止してい
る。また、個別の協定では、土地所有者の死亡による廃止など
があった。

認定里地里
山活動協定
の認定の取
消し

第12条 これまでに事例なし。

認定里地里
山活動協定
に係る活動
に対する支
援

第13条 活動支援のための補助制度を整備。時限事業で令和６年度ま
で。令和７年度以降見直しの可能性あり。

報告又は資
料の提出

第14条 必要に応じて実施。

委任 第15条 条例施行規則にて、活動団体の要件、活動協定認定申請書の様
式、変更認定の申請の様式、協定廃止の届出等について規定。
その他、第９条第１項の認定の審査基準、処分基準を定めてい
る。

里地里山
活動協定
の認定



＜別紙２＞

条例に関連する社会状況の推移の把握

番号 年月日 項目・内容

1 平成14年

国連第57回総会で「国連ESDの10年」を決議。ユネスコが主導機
関となって世界的にESD（持続可能な開発のための教育）将来に
わたって 持続可能な社会を構築する担い手を育む教育の取組を
行う。

2 平成17年3月
かながわ農業活性化指針策定
(H18.6に、県都市農業推進条例に基づく指針として位置付け)

3 平成18年4月1日 神奈川県都市農業推進条例制定

生物多様性基本法　公布・施行
国は、里地里山の保全を図るための地域を継続的に保全するた
めの仕組みの構築、その他必要な措置を講ずる旨を定めた。

5 平成22年3月16日 生物多様性国家戦略2010閣議決定

6 平成22年9月15日 里地里山保全活用行動計画の策定（環境省）

COP10の開催
SATOYAMAイニシアティブの推進等を含む決定が採択
SATOYAMAイニシアティブ国際パートナーシップが発足

8 平成22年12月10日
地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全のた
めの活動の促進等に関する法律公布

9 平成23年4月1日 相模原市里地里山の保全等の促進に関する条例施行

10 平成23年６月
「能登の里山里海」、「トキと共生する佐渡の里山」が世界農
業遺産に認定（日本初）。

11 平成23年度
里地里山での保全活動等の活動への参加について、企業等から
の問い合わせが増え始める。

12 平成24年９月 生物多様性国家戦略2012-2020の閣議決定

13 平成24年10月 COP11の開催（インド）

14 平成25年9月13日
石川県と福井県が主体となり、SATOYAMAイニシアティブ推進
ネットワークを設立。

15 平成25年12月27日 厚木市里地里山保全等促進条例施行

16 平成26年11月12日

愛知県名古屋市で開催されたＥＳＤに関するユネスコ世界会議
において、成果文書として「あいち・なごや宣言」が採択さ
れ、「グローバル・アクション・プログラム（ＧＡＰ）」の開
始が正式に発表された。

17 平成26年10月

COP12の開催(韓国)
愛知ターゲットの中間評価としてGBO4(地球規模生物多様性概況
第4版)が発行

18 平成27年3月31日

食料・農業・農村基本計画（平成27年3月31日閣議決定）
・「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基
づく環境保全型農業直接支払制度を通じて、地域でまとまりを
持った環境保全型農業 の取組や、農業者の技術向上や消費者の
理解増進等を図る活動を推進する。

平成20年6月6日4

平成22年10月7



＜別紙２＞

条例に関連する社会状況の推移の把握

番号 年月日 項目・内容

19 平成27年4月1日

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律施行。農業
の有する多面的機能の発揮の促進を図るため、その基本理念、
農林水産大臣が策定する基本指針等について定めるとともに、
多面的機能発揮促進事業について、その事業計画の認定、費用
の補助、関係法律の特例等の措置を講じる。

20 平成27年4月

都市農業振興基本法の制定。
都市農業の安定的な継続を図るとともに、多様な機能の適切か
つ十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資することを目
的とする。

21 平成27年7月

かながわグランドデザイン(神奈川県の総合計画)策定
里地里山保全の取組も、「第２期実施計画プロジェクト編」プ
ロジェクト21「自然～多様な生物を育む自然環境の保全と活用
～」の「里地里山の保全・活用」として位置付けがあり、その
数値目標として里地里山の保全活動に取り組んだ人数を掲げて
いる。

22 平成27年9月

国連サミットで全会一致でＳＤＧｓが採択
先進国を含む国際社会全体の開発目標として、2030年を期限と
する包括的な17の目標を設定される。

23 平成27年12月

生物多様性保全上重要な里地里山（重要里地里山）の選定（環
境省）
重要里地里山500。神奈川県は28地域が選定。全国で一番多い。
（２番は、長野の26地域。）

24 平成27年12月12日

COP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）で、2020年以
降の温暖化対策の国際枠組み『パリ協定』を採択。「世界の平
均気温上昇を2度未満に抑える」を全体目標とし、世界全体で今
世紀後半には、人間活動による温室効果ガス排出量を実質的に
ゼロにしていく方向を打ち出した。

25 平成28年3月

神奈川県環境基本計画策定
自然豊かで県民が暮らしやすい地域環境をめざすため、里地里
山の保全活動をはじめ、生物多様性に配慮した自然を守る取組
や、身近な大気、水などの生活環境を保全する取組の推進を位
置づけ。

26 平成28年3月10日

持続可能な開発のための教育に関する関係省庁連絡会議におい
て、我が国における「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）
に関するグローバル・アクション・プログラム」実施計画（Ｅ
ＳＤ国内実施計画）を策定。今後関係省庁は、ＧＡＰが定める
５つの優先行動分野（①政策的支援、②機関包括型アプロー
チ、③教育者、④ユース、⑤地域コミュニティ）に沿って取り
組んでいく。



＜別紙２＞

条例に関連する社会状況の推移の把握

番号 年月日 項目・内容

27 平成28年3月30日

政府は、『観光先進国』への新たな国づくりに向け『明日の日
本を支える観光ビジョン構想会議』（議長：内閣総理大臣）に
おいて、新たな観光ビジョンを策定。『世界が訪れたくなる日
本』を目指し、観光ビジョンの施策の実行に、政府一丸、官民
一体となって取り組むこととなった。
「日本ならではの伝統的な生活体験と非農家を含む農村地域の
人々との交流を楽しむ「農泊」を推進する」と明記。

28 平成28年5月

都市農業振興基本計画の閣議決定。
都市農業振興基本法に基づき、都市農業の振興に関する施策に
ついての基本的な方針、都市農業の振興に関し政府が総合的か
つ計画的に講ずべき施策等について定める都市農業振興基本計
画が閣議決定された。

29 平成28年9月5日

農林水産省は、「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスク
フォース」において、農泊に取り組む地区を2020年（平成32
年）までに500地区まで飛躍的に拡大することを目指したい旨表
明。

30 平成28年11月29日

農林水産省は、「農林水産業・地域の活力創造プラン」におい
て、持続的なビジネスとして実施できる農泊地区を500地区創設
する旨明記。

31 平成28年12月

COP13の開催(メキシコ)
愛知目標等の達成に向けた取組を強化するカンクン宣言が採択
2018年〜2022年までの生物多様性条約の締約国会議開催国が決
定。（COP14 (2018年)エジプト、COP15 (2020年)中国、COP16
(2022年)トルコ）

32 平成29年5月～

農林水産省「農山漁村振興交付金」の農泊推進対策で、県内３
地区の団体が選定された。H29・30年度の2ヵ年計画で本交付金
を活用し、農泊推進事業と人材活用事業を実施している。
（横須賀市、大井町、藤野町）

33 平成29年12月22日

森林環境税等の創設
「平成30年度税制改正の大綱」が閣議決定され、わが国の温室
効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るための森林吸収
源対策に係る地方財源を確保し市町村が実施する森林整備等に
必要な財源に充てるためする観点から、森林環境
税等が創設されるた。

34 平成30年6月15日

・住宅宿泊事業法の施行
民泊について、観光旅客の宿泊ニーズが多様化していることな
どに対応するため、一定のルールを定め、健全な民泊サービス
の普及を図るもの。
・住宅宿泊事業法第18条の規定による住宅宿泊事業の実施の制
限に関する条例を施行（区域：箱根町）

35 平成30年11月

COP14の開催(エジプト)
生物多様性戦略計画の着実な実施、新たな生物多様性の世界目
標の策定及び実施の支援を謳ったシャルム・エル・シェイク宣
言が採択



＜別紙２＞

条例に関連する社会状況の推移の把握

番号 年月日 項目・内容

36 令和元年7月

かながわグランドデザイン(神奈川県の総合計画)第３期実施計
画策定
里地里山保全の取組も、「主要施策・計画推進編」に「自然環
境の保全・再生と活用」の「里地里山の保全・活用」として位
置付けられている。

37 令和2年3月31日

新たな食料・農業・農村基本計画（令和2年3月31日閣議決定）
・産業政策」と「地域政策」を車の両輪として推進し、将来に
わたって国民生活に不可欠な食料を安定的に供給し、食料自給
率の向上と食料安全保障を確立

38 令和2年4月1日
相模原市生物多様性に配慮した自然との共生に関する条例施行
平成23年施行の相模原市里地里山の保全等の促進に関する条例
等を廃止・拡充したもの。

39 令和3年10月 COP15第1部の開催(中国)

40 令和4年12月

COP15第2部の開催(カナダ)
新たな生物多様性に関する世界目標（ポスト2020生物多様性枠
組）である昆明・モントリオール生物多様性枠組が採択

41 令和5年3月

かながわ農業活性化指針改定
里地里山保全の取組も、「環境に配慮した農業の推進と生産環
境の保全」として指針の施策に位置付けられている。

42 令和5年
OECM（保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）の正式認
定開始



＜別紙３＞

見直しの視点（神奈川県条例の見直しに関する要綱第６条、第７条（第４号））

必要性 有効性 効率性 基本方針適合性 適法性

第１条
（目的）

　目的である里地里山の多面的機能
の発揮や次世代への継承のための
取り組みは、継続して行われる必要
があるが、本条例によらなくとも自発
的に行われる状況にまでは至ってい
ない。
　もう一つの目的である、県民の健康
で心豊かな生活の確保に寄与につ
いては、県が対応すべき課題であ
る。
　全国的には、里地里山の保全等の
取り組みを進めていくための様々な
取り組みが始められているという社会
情勢からしても、今後とも本条例によ
る取り組みが必要である。

　本条は、条例の制定目的を表
現し、条例全体の解釈・運用の
拠り所となるものであり、神奈川
県の里地里山の保全、再生及
び活用の促進に関する施策の
推進にあたり効果を発揮してい
る。

　本条は、条例の制定目的を表
現し、条例全体の解釈・運用の
拠り所となるもので、条例の目的
実現のために効率的に機能して
いる。

○

第２条
（定義）

（－） 　本条は、「里地里山」、「土地
所有者等」及び「里地里山の多
面的機能」について具体的に
規定しており、条例の運用にあ
たり効果を発揮している。

　この条例における基本的概念
を規定しており、条例の解釈、
運用にあたって効率的に機能し
ている。

第３条
（基本理念）

　継続した活動のためには、土地所
有者及び地域住民が主体となるべき
であり、必要な条文である。(1項）
　地域住民等や行政、県民が協働す
ることで保全等の活動が発展してい
くことから、各者との連携・協力は必
要である。（２項）
　保全等の実施方法の方向性として
変更する要因はなく、今後も必要な
条文である。（3項）

　里地里山保全等の取り組みを
進めるにあたり必要な理念を定
めたものであり、これに基づいた
施策や実際の活動が円滑に進
められており、効果を発揮して
いる。

　条例の基本理念を定める条文
を置くことは、条例の解釈や
様々な施策を実施する際に必
要であり、効率的に機能してい
る。

第４条
（県の責務）

里地里山保全のための取り組みは、
条例施行当時に比べれば進んだが
今後もさらに里地里山に対する理解
を進めるための取組や、市町村と連
携していく必要がある。

　県の責務が具体化されてお
り、これにより様々な施策が実
施されており、この条文は有効
に効果を発揮している。

　本条は、基本理念に基づく県
の責務を明確に示しており、本
条例の目的の実現のため、効率
的に機能している。

○ 〃

第５条
（土地所有
者等の責
務）

　里地里山の保全等の活動を進めて
いくためには、土地所有者等の協力
は必要不可欠であり、こうした責務を
定めることは、今後とも必要である。

　本条で土地所有者の責務が
明確にされることで、施策等へ
の協力が得やすいなど、施策の
実施にあたって効果を発揮して
いる。

　本条は､基本理念に基づく土
地所有者の責務を明確に示し
ており、本条例の目的の実現の
ため、効率的に機能している。

第６条
（県民の責
務）

　里地里山の保全等の活動への県
民の参加の状況は十分とは言えず、
本条文により県民参加を促進するこ
とが出来るため、必要である。

　本条で県民の責務が明確にさ
れており、施策等への協力を得
るために、効果を発揮している。

　本条は､基本理念に基づく県
民の責務を明確に示しており、
本条例の目的の実現のため、効
率的に機能している。

第７条
（指針の策
定）

　里地里山の保全等の促進に関す
る施策を総合的かつ計画的に進め
るために必要な条文である。

　本条により、指針を定め、里地
里山の保全等の促進に関する
施策の総合的かつ計画的な推
進を図ることができ、条例の目
的の実現のため有効な効果を
発揮している。

　本条例の目的を実現するため
に、必要となる施策の総合的か
つ計画的な推進を図るための手
法として、指針の策定、定めるべ
き内容及び検証方法等が明確
にされており、効率的に機能し
ている。

　条例制定か
ら10年、活動
団体の立ち上
げとその支援
を行い、活動
団体の数も
徐々に増えて
来たところで
ある。現在の
仕組みに今
の条例は合
致し適正に機
能しているた
め、条例見直
しの必要は無
い。

「神奈川県里地里山の保全、再生及び活用の促進に関する条例」の見直しについて　　※前回の見直し時

見直し結果

　「かながわグランドデ
ザイン　第２期実施計
画プロジェクト編
2015-2018」
の　「プロジェクト 柱
Ⅴ　まちづくり」の　「21
自然　～多様な生物
を育む自然環境の保
全と活用～」におい
て、県民参加や地域・
団体などとの連携によ
り里地里山などの保
全や再生に取り組む
ことで、多様な生物を
育み、良好な景観や
レクリエーションの場を
提供するなど里地里
山の有する多面的機
能を発揮し、次世代へ
の継承を図る、として
おり、基本方針に沿っ
たものとなっている。

　本条例では、土地
所有者等や県民の
責務を設けている
が、努力規程となっ
ており、憲法で保障
される自由及び権
利を侵すものではな
い。
　また、里地里山保
全等地域の選定に
あたっては、新たな
規制等がされるもの
ではなく、関係法令
に違反するものでは
ない。
　里地里山活動協
定では、条例及び
関係法令に違反す
るものでないことが
認定の要件となって
おり、憲法で保障さ
れた財産権の保障
を制限するものでも
なく、憲法に違反す
るものでない。
　従って、適法であ
る。
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見直しの視点（神奈川県条例の見直しに関する要綱第６条、第７条（第４号））

必要性 有効性 効率性 基本方針適合性 適法性 見直し結果

第８条
（里地里山
保全等地域
の選定等）

　里地里山の保全等の取り組みを進
めるための仕組みであり、里地里山
の施策を実施する観点から必要であ
る。
　市町村域を超えた地域設定の可能
性もあり、県が対応する必要がある。

　本条は、条例の目的実現のた
めの手段として、里地里山の保
全等を進めるための仕組及び
手続きを定めるものであり、有
効な効果を発揮している。

　本条は、里地里山の保全等を
進めるための仕組み及び手続き
を定めているもので、条例の目
的の実現のため効率的に機能
している。

○ 〃

第９条
（里地里山
活動協定の
認定）

　里地里山の保全等の活動を継続
的に行うため、活動団体と土地所有
者等との合意を協定という形で残す
ことが必要である。県の認定を受けら
れることで、土地所有者も安心して協
定を締結できるという効果があるた
め、県が協定を認定するという仕組
みは必要である。

　本条は、条例の目的実現のた
めの手段として、里地里山の保
全等を進めるための仕組み、手
続きを定めているものである。さ
らには、条例の基本理念に従っ
た活動となるよう仕組みが具体
化されたものであり、有効な効
果を発揮している。

　本条は、里地里山の保全等を
進めるための仕組み及び手続き
を定めているもので、条例の基
本理念に従った活動となるよう
仕組みが具体化されたものであ
り、条例の目的の実現のため効
率的に機能している。

第10条
（認定里地
里山活動協
定の変更）

　第9条の認定協定も、様々な事情
により変更されることが想定され、必
要な条文である。

　第9条により認定を受けた里地
里山活動協定を変更するため
の手続きを定めており、有効な
効果を発揮している。

　第9条により認定を受けた里地
里山活動協定を変更するため
の手続きを定めており、効率的
に機能している。

第11条
（認定里地
里山活動協
定の廃止）

　土地所有者の死亡等により協定が
廃止されるケースがあった。必要な
条文である。

　第９条により認定を受けた里
地里山活動協定を廃止するた
めの手続きを定めており、有効
な効果を発揮している。

　第９条により認定を受けた里地
里山活動協定を廃止するため
の手続きを定めており、効率的
に機能している。

第12条
（認定里地
里山活動協
定の認定の
取消し）

　取消しに至った事例はないが、こう
したケースが起こる可能性があるた
め、必要な条文である。

　第９条により認定を受けた里
地里山活動協定を取り消すた
めの手続きを定めており、有効
な効果を発揮している。

　第９条により認定を受けた里地
里山活動協定を取り消すための
手続きを定めており、効率的に
機能している。

第13条
（認定里地
里山活動協
定に係る活
動に対する
支援）

　里地里山の保全等の活動には少
なからず経費がかかる（燃料代、保
険代など）。活動団体が自らその資
金を得るのは難しく、その活動を継
続していくために県からの支援が必
要な状況となっている。従って必要
な条文である。

　協定の認定を受けた活動団
体に対し、活動を支援するため
に必要な措置を講ずるものとし
ており、これに基づき補助事業
も行われている。継続した活動
による条例の目的実現のため
に、有効な効果を発揮してい
る。

　協定の認定を受けた活動団体
に対し、活動を支援するために
必要な措置を講ずるものとして
おり、これに基づき補助事業も
行われている。継続した活動に
よる条例の目的実現のために、
効率的に機能している。

○ 〃

第14条
（報告又は
資料の提
出）

　第9条の認定に必要な添付書類以
外に参考資料を求めることがあり、本
条例の遂行のために必要な条文で
ある。

　条例の施行に必要な限度に
おいて、報告又は資料の提出
を求めることが出来るとしてお
り、条例の目的達成のために有
効な効果を発揮している。

　条例に必要な限度において、
報告又は資料の提出を求めるこ
とが出来るとしており、効率的に
機能している。

第15条
（委任）

　条例の施行に際し必要な事項は規
則で定めるとしており、必要である。

（－） 　条例の施行に際し、必要な事
項は規則で定めるとしており、効
率的に機能している。

附則１ （－） （－）

附則２ 　里地里山条例に関する社会状況
の変化に対応するため、条例見直し
やそのタイミングについての定めは
必要である。

　条例施行の日から５年を経過
するごとに見直しを行う旨を定
めており、社会経済情勢の変化
に対応し、条例の目的を実現す
るために有効な効果を発揮して
いる。

　見直しを行う周期を明記して
おり、効率的である。

　「かながわグランドデ
ザイン　第２期実施計
画プロジェクト編
2015-2018」
の　「プロジェクト 柱
Ⅴ　まちづくり」の　「21
自然　～多様な生物
を育む自然環境の保
全と活用～」　の具体
的な取組み 「Ｂ．里地
里山の保全・活用」に
おいて、「多様な生物
を育み、良好な景観
やレクリエーションの
場を提供するなど里
地里山の有する多面
的機能を発揮し、次世
代への継承を図るた
め、保全が必要な地
域の選定、保全活動
を行う団体への支援
及び保全活動への県
民参加を促す普及啓
発に取り組む」とあり、
適合している。
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第 1 号様式（第９条関係）  

条 例 見 直 し 調 書  

 作成年度 令和５年度 次回見直し予定 令和10年度 

条 例 名 神奈川県里地里山の保全、再生及び活用の促進に関する条例 

条 例 番 号 平成 19 年神奈川県条例第 61 号 法 規 集 第９編第２章第５節 

所 管 室 課 環境農政局農水産部農地課 

条 例 の 概 要  里地里山の保全、再生及び活用について、基本理念を定め、県、土地所有者

等及び県民の責務を明らかにするとともに、里地里山の保全、再生及び活用を

促進するために必要な事項を定め、里地里山の多面的機能の発揮及び次世代へ

の継承を図り、もって県民の健康で心豊かな生活の確保に寄与することを目的

とするものである。 
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見

直

し

結

果 

１ 改正・廃止及び運用の改善等の必要はない。 

２ 改正・廃止の必要はない。運用の改善等を検討する。 

３ 改正を検討する。運用の改善等の必要はない。 

４ 改正及び運用の改善等を検討する。 

５ 廃止を検討する。 

理 由 等 
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